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「女性向けデジタルスキル講座開催・実践支援業務」 

企画提案公募実施要領 

 

１ 趣旨 

  青森県内における性別役割分担意識の解消に向けて、県内女性の経済的自立を促すと

ともに、女性の就労割合が低いというデジタル分野におけるジェンダーギャップを解消

するため、地方で稼げるスキルの一つとしてデジタルスキルの習得を促進する女性向け

デジタルスキル講座の開催及び実践支援を行うこととし、これらに係る業務について企

画提案を公募するものである。 

 

２ 委託業務名 

  女性向けデジタルスキル講座開催・実践支援業務 

 

３ 業務内容 

「女性向けデジタルスキル講座開催・実践支援業務仕様書（案）」（以下「仕様書」

という。）のとおり。 

なお、最終的な業務内容は、本企画提案の最優秀提案者との協議により決定する。 

 

４ 委託金額上限額 

  3,696,000円以内（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

５ 業務委託期間 

  契約締結日から令和６年３月 22日（金）まで 

 

６ 受託者決定までのスケジュール（予定） 

（１）募集の開始    ：令和５年４月 13日（木） 

（２）質問書の提出   ：令和５年５月８日（月）正午 

（３）質問書への回答  ：令和５年５月 10日（水）まで 

（４）参加表明書の提出 ：令和５年５月 12日（金）17時 

（５）企画提案書の提出 ：令和５年５月 18日（木）17時 

（６）審査結果の通知  ：令和５年５月下旬 

（７）契約締結     ：令和５年６月上旬 

 

７ 応募資格要件 

企画提案を提出する者は、次に掲げる要件を全て満たしていること。 

（１）日本国内に本店、支店または営業所等といった拠点を有すること。 

（２）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定により、本県にお

ける一般競争入札に参加できない者でないこと。 

（３）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）による更生手続又は民事再生法（平成 11 年

法律第 225号）による再生手続を行っていないこと。 
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（４）国又は地方公共団体との契約に関して指名停止処分を受けていないこと。 

（５）暴力団（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員の統制の下にある者では

ないこと。 

（６）法人税、消費税及び地方消費税等の滞納がないこと。 

 

８ 質問の受付 

  本事業に関し質問がある場合は、次に定めるところにより受け付ける。 

（１）提出様式 

様式１のとおり 

（２）受付期限 

令和５年５月８日（月）正午（必着） 

（３）提出先及び提出方法 

「14 問合せ・企画提案書等提出先」へ、電子メール又は郵送により提出すること。 

（４）質問への回答方法 

質問書を提出した者にメールで５月 10 日（水）までに回答する。また県ＨＰに掲

載する。 

 

９ 参加表明書の提出 

  本事業に参加する意思がある者は、次のとおり参加表明書を作成し、提出すること。 

ただし、青森県の「役務の提供を受ける契約に係る競争入札参加資格者名簿」に登載

されていない者は、下記（２）の添付書類も提出すること。 

（１）提出様式 

様式２のとおり 

（２）添付書類 

  ① 法人等の概要、組織図、役員名簿 

② 定款又はこれに代わるもの（規約その他団体の目的、組織及び運営の方法を定め

た書類等）の写し 

③ 直近の事業報告書及び収支決算（見込）書 

（３）提出期限 

令和５年５月 12日（金）17時（必着） 

（４）提出先及び提出方法 

「14 問合せ・企画提案書等提出先」へ、電子メール又は郵送により提出すること。 

 

10 企画提案書等の提出 

  次のとおり企画提案書を作成し、提出するものとする。ただし、Ａ４サイズ（Ａ３サ

イズのページはＡ４サイズに折り込むこと）、片面・カラー印刷を基本とし、本委託業

務名、企画提案者名、担当者を明記した表紙を付けること。なお、期限を過ぎての提出

は認めない。 
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（１）提出書類 

  ① 企画提案書 

  ② 経費見積書 

  ③ 提案者の概要が分かる資料（会社案内等） 

  ④ 類似の業務実績がある場合はその業務実績を証明するもの（契約書の写し等） 

（２）企画提案書の内容 

① 業務全体の事業計画 

    「仕様書」に基づいて必要な事項を記載するほか、ＫＰＩなど期待できる効果に

ついて記載すること。 

② 業務実施体制 

③ 業務実施スケジュール 

④ その他企画提案を説明するのに必要な書類 

（３）提出部数 

   ６部（正本１部、副本５部） 

（４）提出期限 

令和５年５月 18日（木）17時（必着） 

（５）提出先及び提出方法 

「14 問合せ・企画提案書等提出先」へ、持参又は郵送により提出すること。 

（６）留意事項 

① 企画は１者１案とする。 

② 提出された企画提案書は返却しない。 

  ③ 採用された企画案を原案とするが、協議の上、一部を変更することができるもの

とする。 

④ 企画提案書の作成及び提出等に要した経費は、すべて提案者の負担とする。 

 

11 審査方法及び結果通知 

  審査は提出期限後、「12 審査基準」により、書面で行う。 

なお、企画提案書の内容について、適宜、補足説明を求める場合がある。 

企画提案書の審査結果については、書面審査終了後、速やかに文書で通知する。なお、

審査に関する質問等は受け付けない。 

 

12 審査基準 

  審査基準は以下のとおりとする。 

審査項目 審査の視点 

企画提案内容 

業務の目的を理解した提案となっているか。 

仕様書を満たした内容となっているか。 

習得させるデジタルスキルは地方で稼ぐ女性にとって有用なものとな

っており、その理由が十分に説明されているか。 

ＫＰＩなどを記載し、成果が期待できるものとなっているか。 
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スケジュール 業務の円滑な執行が期待でき、実施可能な作業スケジュールか。 

実施体制 委託業務内容に対応できる実施体制となっているか。 

経費 経費見積が適正で、提案内容に対して極端に不自然な点はないか。 

業務実績 類似の業務実績を有しているか。 

 

13 契約 

  委託候補者として選定された者と事業の細目について協議の上、改めて見積書の提出

を受けて委託契約を締結する。 

 

14 問合せ・企画提案書等提出先 

  青森県環境生活部 青少年・男女共同参画課 男女共同参画グループ 古川（こがわ） 

  住所：〒030-8570 青森市長島１－１－１ 

  電話：017-734-9228（直通） Fax：017-734-8050 

メール：seishonen@pref.aomori.lg.jp 


